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序　　　　　文序　　　　　文序　　　　　文序　　　　　文序　　　　　文

　スリ・ランカ民主社会主義共和国ペラデニア大学歯学教育プロジェクトは、1998年２月から５

年間の協力期間において、同国の歯科口腔疾患の対策並びに歯科医療及び口腔保健を通じた予防

サービス全般の向上に貢献することを目的として開始されました。

　このたび、当事業団は、本件実施に係る討議議事録に基づく協力期間が2003年１月31日をもっ

て終了するのに先立ち、これまでの協力内容について評価を行い、本件における協力への提言を

行うため、2002年７月11日から同年７月31日までの日程で、鶴見大学客員教授 宮武 光吉 氏を

団長とする終了時評価を実施しました。

　本報告書は、上記調査団の調査結果を取りまとめたものです。ここに本調査にご協力頂きまし

た関係各位に深甚なる謝意を表します。

　平成14年８月

国際協力事業団国際協力事業団国際協力事業団国際協力事業団国際協力事業団
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　国内委員長からのスリランカ大学歯学部
　への書籍の贈呈

　インタビューによる調査

　合同調整委員会の実施
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Ⅰ．案件の概要
国　　名：スリ・ランカ民主社会主義
　　　　　共和国

案件名：スリ・ランカペラデニア大学歯学教育プロジェ
　　　　クト

分　　野：保健・医療 援助形態：プロジェクト方式技術協力
所轄部署：医療協力部医療協力第一課 協力金額（無償のみ）

先方関係機関：ペラデニア大学、高等教育省、保健省
日本側協力機関：文部科学省、厚生労働省、鶴見大学、
東京医科歯科大学、愛知学院大学、佐賀医科大学、日本
歯科大学、日本大学、朝日大学、北海道大学、北海道医
療大学、新潟大学、広島大学、日本私立歯科大学協会 他

協力期間 （R／D）：1998．２．１
　～2003．１．31

（延 長）：
（F／U）：
（E／N）（無償）年度

他の関連協力：特になし
１．協力の背景と概要
　スリ・ランカ民主社会主義共和国（以下、「スリ・ランカ」と記す）では、国民の歯科口腔疾患
が深刻な問題となっている。同国の悪性腫瘍のうち30％を口腔癌が占め（日本では約２～３％）、
また、その他の歯科口腔疾患によっても患者のクオリティ・オブ・ライフ（生活の質）が損なわれ
ている。国民の歯科口腔保健に対するニーズが高まる一方、同国政府の保健医療予算の伸びはない
（1.6％GNP 1994、1.7％GNP 1998。2001年国家全体予算に占める保健予算は5.38％）。したがっ
て、限られた資機材や財源を有効に活用した治療及び予防や早期発見にも能力を発揮できる歯科医
療従事者の養成が求められていた。
　ペラデニア大学歯学部は同国唯一の歯科医師養成機関であり、歯科口腔疾患への対策のため本学
部が重要な役割を果たすことはいうまでもない。しかし、既存の歯学部の施設・機材は老朽化が進
み、また、専用の実習病院もなかったことから、我が国の無償資金協力により、歯学部並びに歯学
部付属病院が新たに建設された。同無償施設の効率的運用及びスリ・ランカにおける歯科口腔疾患
の対策のため、更には歯科公衆衛生を通じた予防・治療サービス全般の向上のための技術協力が強
く求められていた。
　これを受け、我が国はペラデニア大学歯学部の教育システムの向上を目的として、1998年２月１
日より５年間の予定で本プロジェクトを実施中である。

２．協力内容
（１）上位目標
　スリ・ランカ国民の口腔保健状況の向上をめざし、ペラデニア大学歯学部と教育病院における
歯学教育、サービス、研究活動の継続的な発展を推進する。

（２）プロジェクト目標
　歯学部と教育病院が限られた条件下で最高水準の機能を達成する。

（３）成　果
１. 教官の知識及び技術が向上する。
２. 技術スタッフの能力が向上する。
３. 看護婦及び歯科助手の能力が向上する。
４. 学部長室、歯学部の中心グループ及び教育病院の副院長室における管理運営能力が向上す

る。
５. 研究や卒後教育プログラムを開発する能力をもつ。
６. 歯学部と教育病院における施設と機材を確実に維持するシステムや方法が機能する。



（４）投入（評価時点）
（日本側）
専門家　　　　339.3　M／M（1998.４～2002.７）　機材供与　　　　　　約１億4,000万円
研修員受入れ　 71.5　M／M（1998.４～2002.７）　ローカルコスト負担　約　　2,770万円

（相手国側）
カウンターパート配置　　　教官、他スタッフ
歯学部経常経費　　　　　　約２億6,000万ルピー
教育病院経常経費　　　　　約　　8,300万ルピー

Ⅱ．評価調査団の概要
調 査 者 （担当分野：氏名：職位）

技術総括　　　　　宮武　光吉　鶴見大学歯学部客員教授
評価総括　　　　　小林　尚行　国際協力事業団医療協力第一課課長代理
口腔外科　　　　　瀬戸　皖一　鶴見大学歯学部口腔外科学教授
歯学教育　　　　　高野　吉郎　東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科
　　　　　　　　　　　　　　　硬組織構造生物学教授
プロジェクト評価　諏訪　裕美 (株) 国際テクノ・センター　シニアコンサルタント

調査期間 2002年７月11～31日 評価種類：終了時評価
Ⅲ．評価結果の概要
１．評価結果の要約
（１）妥当性
　本プロジェクトはスリ・ランカの保健政策及びニーズに一致し妥当であると評価される。
　スリ・ランカ政府はその国家開発計画で保健医療分野における人的資源の質と量の向上を含め
社会開発セクターの優先目標を掲げている。本プロジェクトは教育の質の向上を通して、人的資
源のキャパシティ・ビルディングを行うものであり、広義において政策に合致しているといえる。
歯科医師、歯科助手、歯科技工士を含む広く口腔保健分野全体の人的資源の開発は特に長い視点
から、口腔疾患を抑制することに貢献することになる。

（２）有効性
　本プロジェクト目標の達成度はかなり高く、高い有効性が得られたといえる。特に、歯学部の
教官の能力と技術レベルの向上において、非常に高い達成度がみられた。また、成果１と成果５
の相互関係をみると、歯学部及び教育病院は彼らの向上した能力と技術を用い、国内研修を実施
し、教育能力の強化が検証できる。
　本プロジェクトの活動は極めて高い成果を生みだしたが、歯科助手や麻酔医の不足、意思決定
機関としての高等教育省と保健省のかかわりが阻害要因となっている。特に予算配分や管理面に
おいて２省庁の協調性の欠如を含む阻害要因は大きい。“経営理事会（The Board of
Management）”の導入はこの阻害要因を解消するために緊急に必要であり、導入に向かって手
続きは進行中である。

（３）効率性
　各研修プログラムはPCM手法を変更したものを用い、各専門家業務内容まで具体化したこと
は、本プロジェクトの効率性を高めることに大きく寄与した。プログラムは、ほぼ計画どおり実
施され、効率性はおおむね満足できるものであった。特に、口腔病理部門は非常に高い効率性を
得ることができた。限られた時間のなかで投入量に見合った成果によって研修目標に到達した。
　しかし、患者が増加したことに伴い、本プロジェクトは同国の歯科医師に職場を提供したこと
になり、高等教育省と保健省の２省庁管轄の職員が１つの教育病院で働くという環境をつくりだ
した。これにより、管理運営面の問題を更に複雑化させることになった。



（４）インパクト
　本プロジェクトでは、歯学教育、サービス、研究活動に関して、スリ・ランカ国民の口腔保健
状況の向上に寄与する重要なインパクトが発現し始めている。歯学部と教育病院は歯科における
中心教育機関として、また、良質な診療サービスを提供する機関として期待され、保健省の歯科
医療スタッフを対象に国内研修を実施している。同様に、診療サービスの質の高さで近隣諸国に
知られるようになり、2002年度中にいくつかの近隣諸国のためにワークショップを本施設で開催
する予定で現在準備を行っている。また、外国人のための卒後教育のコースを開始すべく、その
準備を行っている。
　歯学部が国際的水準を維持していることが認識されるに従い、プロジェクトから独立した共同
研究交流が徐々に確立されてきている。

（５）自立発展性
人材について
　全般的に、人材の定着率はよい。

技術について
　プロジェクト実施中に普及されたほとんどの技術はカウンターパートが更なる向上のため
に研鑽を積む基礎になっている。歯学部と日本及び近隣諸国の研究機関との共同研究は、技
術の継続及び財政、研究・教育に関するプロジェクト成果の拡大につながる可能性を引き出
す手段でもある。

財政について
　財政的阻害要因を解決するために、部分的に経費回収システムを導入し、消耗品購入の一
部に充当している。財政の自立発展性の見通しは、まだはっきりせず。2002年度、高等教育
省は大学全体の予算削減を行う予定である。自立発展性を考慮して歳入の増大のための各種
の対策が必要である。

組織について
　歯学部と教育病院はスリ・ランカの教育と保健の２分野にまたがっており、高等教育省と
保健省の２省庁が管理・運営に携わり問題を難しくしている。経営理事会の実現は財政面と
管理面におけるプロジェクトの自立発展性の実現の鍵を握っている。

２．効果発現に貢献した要因
（１）計画内容に関すること
　本プロジェクトの最初のプロジェクトリーダーが、無償資金協力の事前調査時点から無償資金
協力と技術協力の組み合わせを念頭にプロジェクトの形成を行った経緯があり、施設規模・内容、
機材、技術協力と一貫した協力が行われた。また、学部・学科、診療科単位でPDMに沿った計
画が実施され、大学関係者が計画へ積極的に参加し、投入内容や時期を適正化できたことがプロ
ジェクトの効率性につながった。

（２）実施プロセスに関すること
　プロジェクト形成時に、PCMによる参加型計画の手法を取り入れ、歯学部で学部長を総括責
任者とするコアスタッフが任命され共同作業を行ったことによって、カウンターパートのオーナ
シップが育成されたことがあげられる。

３．問題点及び問題を惹起した要因
（１）計画内容に関すること
　特になし



（２）実施プロセスに関すること
　教育病院の管理運営は、高等教育省と保健省が人事、予算の両面で複雑に交差しており、病院
の円滑な管理運営に支障を来していることが大きい。また、患者数の増加が教育や診療サービス
の質の確保や病院の財政状況を脅かす原因になることもあり得るため、教育病院と保健省は強い
連携をもって、現実的なレファラル体制の確立により患者への対応を分散させることが必要であ
る。

４．結　論
　プロジェクト目標を達成するために、PDMに整理された活動は適切に実施された。いくつかの
部門は注目すべき成果をあげている。評価チームはプロジェクト終了までの残りの期間PDMによ
り必要な活動が引き続き実施されることを確認した。プロジェクトが好結果で完了し、終了後、そ
のインパクトを持続させるためには、歯学部と教育病院は独自の努力で彼らの技術を強化し、働く
すべての要員が快い環境下で働くことを確保することに一層の努力が期待される。

５．提　言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言）
（１）歯学部及び歯科教育病院の経営理事会を早急に組織し、運営管理体制を充実させること。
（２）学部及び歯科教育病院の教育・研究、治療の管轄に応じて、これらに要した費用を高等教育省
及び保健省から支弁するようにすること。

（３）将来、近隣の諸国に対する卒業後の技術研修（postgraduate technical training）を歯学部及
び歯科教育病院により実施すること。

（４）歯学部及び歯科教育病院並びに他の病院・診療所における口腔保健・歯科医療サービスについ
て費用効果・効率性の面からの評価体制をつくること。

（５）今後５年間にわたり、機材器具の維持及び更新を財政的に保証する体制をつくること。
（６）歯科医師の公的な活動の場を拡大し、国民の口腔保健状態の改善を図るとともに、歯科看護婦
及び歯科技工士等の歯科医療関係者の養成並びに身分の確立を図ること。

（７）教育・研究、治療の水準の維持及び向上のために、日本の大学との継続的な大学間交流やNGO
等による領域を限定した技術協力を実施すること。

６．教　訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、運営
　　管理に参考となる事柄）
（１）組織間協力
　本プロジェクトは国内委員会を中心として東京医科歯科大学、鶴見大学、その他日本における
主要な大学の技術支援を得て実施された。その結果、ペラデニア大学と日本の大学との間で協定
が結ばれるなど、本プロジェクトの範囲を越えて、本プロジェクト終了後も協力関係が保持され
ることが期待される。

（２）運営管理の面
　プロジェクト開始後、比較的早い時期から運営管理面に関する提言を再三行ってきた結果、そ
れを機としてスリ・ランカ政府側の危機感、認識が高まり、独自の努力で改編を試みようとして
いることは評価できる。今後、他の保健医療協力プロジェクトにおいても参考になるものと思わ
れる。
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第１章　終了時評価調査の概要第１章　終了時評価調査の概要第１章　終了時評価調査の概要第１章　終了時評価調査の概要第１章　終了時評価調査の概要

１－１　調査団派遣の経緯と目的

（１） 経　緯

　1954年創立のペラデニア大学歯学部は、スリ・ランカ民主社会主義共和国（以下、「スリ・

ランカ」と記す）唯一の歯科医師養成機関であるが、その設備は十分なものではなく、臨床教育

は長い間前近代的な設備の下で行わざるを得ない状況が続いていた。一方、スリ・ランカで

は、国民の歯科口腔疾患が深刻な問題となっており、同国の悪性腫瘍のうち約30％を口腔癌

が占め（日本では約２％）、またその他の歯科口腔疾患によっても患者のクオリティ・オブ・ラ

イフ（生活の質）が損なわれていたため、限られた資機材、財源を有効に活用した保健医療サー

ビス及び予防や早期発見にも能力を発揮できる歯科医療従事者の養成が求められていた。この

ような背景の下、スリ・ランカ政府は新しい教育施設の建設に係る無償資金協力とその後の技

術協力を我が国に要請した。

　これに対する我が国の協力は、以下のとおりである。

１）　無償資金協力

　歯学部及び付属教育病院建設とその設備

　1996年５月　（E／N）締結（約22億円）

　1998年６月　引渡し

２）　JICAプロジェクト方式技術協力

　1998年２月１日～2003年１月31日（５年間）

①　日本人専門家の派遣（42名）

②　技術協力に必要な機材供与（１億3,900万円）

③　研修員の受入れ（12名）

　その後、協力期間の中間地点として、2000年の11月に運営指導調査団を派遣し、中間評価

を行った。その際、PDMの上位目標とプロジェクト目標に関し、若干の改編を行うことが提

言され（平成13年１月作成運営指導調査団報告書p.84参照）、今回はその経緯を踏まえたうえ

での終了時評価とした。具体的には、当初の上位目標とプロジェクト目標では、ペラデニア大

学歯学部の機能向上に焦点があてられていたが、実際には歯学部での教育の一部は大学の歯科

病院を通じて行われており、本評価においては歯科病院の機能についても検討を行うこととし

た（PDMeについてはJoint Evaluation Report Appendix Iを参照）。
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（２） 目　的

　本プロジェクトが2003年１月31日をもって終了するのに際し、プロジェクトの進捗状況を

把握し、これまでのプロジェクト活動実績、目標達成度について評価し、終了時までの対応方

針及びプロジェクト終了後の方向づけ等についての提言などを行うことを目的として、本調査

を実施することとした。なお、プロジェクト協力部分の評価として、以下３点について調査を

行った。

１）　現時点まで実施した協力について、当初計画に照らし合わせ、プロジェクトの活動実績、

管理運営状況、技術移転状況等についてレビューを行い、計画達成度の把握及び評価を行

う。

２）　同レビューを基に、プロジェクト終了時までの対応方針について相手国側と協議する。

３）　評価結果から、プロジェクト終了後の状況を踏まえたうえで提言を行う。

１－２　調査団の構成と調査期間

１－３　対象プロジェクトの概要

　スリ・ランカにおける唯一の歯科医師養成機関である、ペラデニア大学歯学部の建物は、元来

歯科医師養成のために設計されたものではないため、機材とともに老朽化が進み、時代に乗り遅

れたものとなっていた。このため、歯学教育の講義並びに臨床実習は、前近代的な方法に甘んじ

なければならない状況であった。

　そのため、歯学部及び臨床研修のための歯科教育病院を強化し、卒後教育のシステムを充実さ

せ、質の高い歯科医療従事者を輩出することにより、患者に対するケアの向上を図ることを目的

として、無償資金協力による施設、機材の整備と技術協力による教育機能の向上が図られること

となった。

　技術協力の当初の計画においては、歯学部の機能の向上をプロジェクト目標とし、成果として、

（１）教官の知識及び技術の向上、（２）技術スタッフの能力向上、（３）看護婦及び歯科看護婦の能力

の向上、（４）歯学部スタッフの管理運営能力の向上、（５）卒後教育プログラムを開発する能力の向

担当分野 氏　　名 所　　　属 調査期間
１ 技術総括 宮武　光吉 鶴見大学歯学部客員教授 2002年７月20～28日

２ 評価総括 小林　尚行
国際協力事業団医療協力部
医療協力第一課長代理

2002年７月20～31日

３ 口腔外科 瀬戸　皖一 鶴見大学歯学部口腔外科学教授 2002年７月20～27日

４ 歯学教育 高野　吉郎
東京医科歯科大学大学院医歯学総合
研究科硬組織構造生物学教授

2002年７月20～28日

５ プロジェクト評価 諏訪　裕美
(株) 国際テクノ・センター
シニアコンサルタント

2002年７月11～31日
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上、を設定した。

　その後、中間評価を通して、歯科教育病院の運営等の課題があげられ、単に技術の向上にとど

まらず、歯学部及び同病院の運営管理部門における課題についても取り込む必要があることが提

言され、課題への対応についてスリ・ランカ側も検討を行ってきた。
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第２章　終了時評価の方法第２章　終了時評価の方法第２章　終了時評価の方法第２章　終了時評価の方法第２章　終了時評価の方法

２－１　PDMe（評価用PDM）

（１） 過去のPDMの問題点

　中間評価時点では、本プロジェクトに関する評価は内外ともに高く、合理的で計画的な投入

による高い効率性がみられ、有効性も極めて高いと評価された。PDMに従って診療、教育・

研究の更なる向上でインパクトを図ると、プラスのインパクトが発現し始めていた。

　一方、臨床研修を行う歯科教育病院では患者の増加が教育の質を脅かし、無料診療が基で財

政が厳しいなど自立発展性が危ぶまれた。一部収入源は確保されたが、抜本的な改善に向けて

人材配置、機材保守、財源などの総合的な管理が必要と判明した。

　初期のPDMでは、プロジェクト目的から上位目標にいたるまで歯学部の機能向上に焦点を

あてていたが、歯科教育病院の運営についても扱うことが歯科教育の向上のため重要であるこ

とが指摘された。また、同病院の運営にあたっては保健省と高等教育省の役割分担が明瞭でな

いことが指摘された。

　このような評価を踏まえ、中間評価調査チームは、プロジェクト目的を「卒業生による歯科

診療の質の向上」に、上位目標を「国における口腔衛生の向上」とし、その結果、病院運営に関

する保健省の政策をプロジェクト内部に取り込むことを提言することになった。

（２） PDMeの作成過程

　終了時評価チームは、中間評価から、終了時評価までの活動を検討し、プロジェクト実施内

容をPDMeに整理した。主要な修正として、上位目標は、保健省の政策を内部化した「スリ・

ランカ国民の口腔保健状況の向上をめざし、ペラデニア大学歯学部と歯科教育病院における歯

学教育、サービス、研究活動の継続的な発展を推進する」とした。また、自立発展性を見据え

た活動の１つである施設と機材を確実に維持するシステムづくりを成果６に追加し、プロジェ

クトの実施内容を明確化した。
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表２－１　プロジェクトの実施内容

１）　上位目標

　スリ・ランカ国民の口腔保健状況の向上をめざし、ペラデニア大学歯学部と歯科教育

病院における歯学教育、サービス、研究活動の継続的な発展を推進する。

２）　プロジェクト目標

　歯学部と歯科教育病院が各々の最適な機能水準を達成する。

３）　成　果

①　教官の知識及び技術が向上する。

②　技術スタッフの能力が向上する。

③　看護婦及び歯科助手の能力が向上する。

④　学部長室、歯学部の中心グループ及び教育病院の副院長室における管理運営能力が

向上する。

⑤　研究や卒後教育プログラムを開発する能力をもつ。

⑥　歯学部と歯科教育病院における施設と機材を確実に維持するシステムや方法が機能

する。

４）　投　入

①　日本側

専門家　　　　　　　　　　　339.3　M／M（1998年４月～2002年７月）

研修員受入れ　　　　　　　　 71.5　M／M（1998年４月～2002年７月）

機材供与　　　　　　　　　　約１億4,000万円

ローカルコスト負担　　　　　約　　2,770万円

②　スリ・ランカ側

カウンターパート　　　　　　教官、他スタッフ

歯学部経常経費　　　　　　　約２億6,000万ルピー

教育病院経常経費　　　　　　約　　8,300万ルピー
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２－２　主な調査項目と情報・データ収集方法

　JICA事業評価ガイドラインに基づき、５項目評価を実施した。

　調査の手法は以下のとおりである。

表２－２　プロジェクトの調査手法

項　　目 調　査　手　法
事前準備
１．投入実績に関する情報
　　収集

日本側投入実績（専門家派遣、研修員受入れ、供与機材、現地業務費の
実績）及び先方投入実績（現地負担費用）を整理する。

２．評価デザインの作成 評価用PDM（PDMe）及び評価グリッドを作成し、調査項目・情報収集
方法を決定する。

３．必要データ・資料の収
　　集

上記２）で収集を決定した情報（質問票を含む）、PDM指標関連データ
の収集を開始する。

４．活動実績・成果の取り
　　まとめ

PDMに沿って、各成果ごとに指標として活用できるデータを準備する。

現地調査
１．評価手法の説明 保健省及びカウンターパートに対し、評価目的及びPCMによる評価手法

を説明し、参加・協力を依頼する。
２．活動実績・成果の確認 事前に収集された情報に加え、関係者とのインタビュー・質問票の回収

を通じ、これまでの協力について、実績と成果を確認する。
３．現状把握と
　　ワークショップの開催

ペラデニア大学歯学部の現状を視察する。スリ・ランカ側からのプレゼ
ンテーションを通して、活動実績と達成状況を双方で確認する。運営管
理面及び技術面における課題や達成阻害要因、評価５項目について情報
／意見の交換を行う。なお、ワークショップ（１日）の内容は以下のと
おり。
 （１）スリ・ランカ側によるプロジェクト達成状況についてのプレゼン
　　　テーションの実施（成果ごと）
 （２）課題／阻害要因についての情報／意見交換
 （３）評価５項目に関する討議

４．評価報告書ドラフト
　　の作成

事前に収集した情報及び上記２～３で確認された実績・成果・評価５項
目による評価を評価報告書ドラフト（英文）にまとめる。

５．合同調整委員会の開催 合同調整委員会において評価報告書の内容を確認する。評価報告内容を
基に、プロジェクト終了時までの対応方針について協議を行う。また、
評価結果から、プロジェクト終了後の状況を踏まえたうえで提言を行
う。
会議の結果をミニッツに取りまとめ署名交換を行う。
なお、合同調整委員会の内容は以下のとおり。
　①　スリ・ランカ側による評価ワークショップの結果発表
　②　評価調査団による評価報告書の説明
　③　報告内容についての確認
　④　プロジェクト終了時までに行うべき事項の確認と提言
　⑤　プロジェクト終了後にスリ・ランカ側で取るべき措置等について
　　　の提言

帰国後作業
終了時評価報告書の作成 評価結果について、別紙目次（案）に基づき和文報告書に取りまとめる。
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第３章　調査結果第３章　調査結果第３章　調査結果第３章　調査結果第３章　調査結果

３－１　現地調査結果

（１） カリキュラム整備と歯学教育

　ペラデニア大学歯学部は、本プロジェクトを開始した1998年10月に、新システムの下で初

めての新入生を迎えたが、その際に基礎歯学の教育カリキュラムは旧来の学科目型のカリキュ

ラムからモジュール式カリキュラムへと切り替えられた。この新カリキュラムは本プロジェク

トの開始に間に合うように歯学部スタッフが総力をあげて準備したもので、基礎歯学の教育カ

リキュラムは解剖、生理、生化学の内容を有機的に統合した一連のコース・モジュールで構成

されており、１年次より臨床体験をさせるアーリーエクスポージャーも考慮された先進的な内

容となっている。４年間の歯学部教育の後半を占める臨床教育では、３年次の学生が４年次の

学生の臨床実習のアシスタントを務めるプログラムも一部導入されており、学生同士の相互教

育による学習効果の向上が図られている。歯学部附属病院は、スリ・ランカにおける高度先進

歯科医療の教育の場であるとともに、歯科医療サービス提供の場と位置づけられるが、一般外

来診療の現場は教育病院としての機能が極めて明確で、ほぼ８割のユニットは学部学生による

診療に使われており、学生が豊富な臨床実習体験をすることが可能なシステムが導入されてい

る点は高く評価される。経験豊かな教官による緻密な指導により、学生による治療内容にもあ

る程度の質の保証がなされるよう、quality controlに努めることが今後の課題であろう。

　４年間を通じて、歯学部の教育は、座学は講義室においてクラス単位で行われるが、人体解

剖実習や組織学、病理学などの光学機器を用いる実習及び臨床基礎実習などの特殊な設備を必

要とする実習科目は、いずれも少人数グループスタイルでのローテーションが組まれている。

このため、時間割の構成はかなり複雑となるが、現場では効率的に運用されていることがうか

がわれた。

　このように、新カリキュラムは順調に機能しているものの、現在ペラデニア大学歯学部はカ

リキュラムの運用上、難しい問題を抱えている。ペラデニア大学は1980年代の後半の数年間、

国策として大学が閉鎖された歴史がある。しかも、その間も入学試験は行われていたため、当

時入学資格を取得したものの入学できなかった学生が３学年分存在する。ペラデニア大学歯学

部は、これらの学生の権利を補償するために、いわゆるダブルバッチ・クラスを設けることを

決定し、本プロジェクトによる歯学部の近代化にあせて、１年おきに計３学年にわたり定員の

２倍の学生を受け入れた。このため2001～2002年度の４年生と２年生のクラスはダブルバッ

チで構成されており、2002年10月には最後のダブルバッチの入学が予定されている。したがっ

て、少なくともあと４年間はダブルバッチのクラスが存在し、2004年まではそれが２学年同

時進行するため、教育スタッフの負担は極めて重い。
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　1998年の本プロジェクト開始年の10月に入学し、新カリキュラムの下で学んだ最初の学年

（ダブルバッチ）は、終了時評価の際に卒業試験が行われていた。これらの学生は、新生ペラデ

ニア大学歯学部の第１期生として既に巣立ったものと思われるが、新教育システムの成果の正

確な評価は、ダブルバッチの問題が解消された後の数年にわたって追跡調査を行い、その解析

を待つ必要がある。

３－２　プロジェクトの実績及び実施プロセス

（１） 基礎歯学教育の教材と教育環境の整備

　本プロジェクトにより導入された教育資材及び教育用標本作製機材は効果的に活用されてい

たと判断される。特にDepartment of Basic Sciencesによる教材開発と教育環境整備の進展

は顕著であった。組織学、口腔組織発生学のプレパラートの整備はもとより、独自の口腔組織

学の教科書、実習用参考書が自力で出版されていたことは特筆される。Anatomy Museumの

整備も着実に進められ、人体の連続横断標本の展示物をはじめとする各種の解剖標本が効果的

に展示されており、プロジェクトの最終段階では、プラスティネーションの技術を用いた人体

標本の作製も計画されている。Anatomy Museumは、医科・歯科関係者のみならず、小・中

学生といった学生や一般国民に広く開放され、保健教育の啓蒙活動の一環としての活用が期待

される。また、これとは別に、Department of Basic Sciencesは口腔外科医のための頭頚部

手術のトレーニングコースとしての解剖実習コースを提供し、口腔癌手術の専門家の育成施設

としての同学部の基盤づくりに貢献している。

　このように、これら解剖学関連の教育環境整備が大きく進展した理由は、日本からの複数の

派遣専門家による効率的な技術伝達がなされたこと、並びに技術スタッフが日本でトレーニン

グ経験を積んだことが大きな要因であることはいうまでもない。Basic Sciencesの他の分野に

関しては情報提供がなく、コメントは控えるが、解剖学のみならず生理学、生化学の分野につ

いても、バランスのとれた整備が望まれる。

（２） 教官の資質の向上

　本プロジェクトにより、ペラデニア大学歯学部臨床系教官の臨床技能の向上と臨床教育の質

及びIT機器等の導入による教育技術の飛躍的な向上は、極めて顕著にみられた。

　本プロジェクトにおいて、プロジェクト終了時における各部門の達成度評価基準の１つに、

科学論文数の倍増があげられており、Department of Basic Sciencesの将来計画にも、教育

技術の向上とともに研究能力の向上がうたわれている。その観点からみると、基礎、臨床の各

分野において、本プロジェクトの開始時から2001年までの教官による国内外での学会活動、

研究論文の発表数には顕著な増加傾向が認められることから、本プロジェクトによって教官の
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資質の向上が達成されたと判断される。

（３） 口腔病理学講座

　口腔病理学講座はEngland styleにのっとり臨床系に区分されている。講義室・実習室・研

究室も他の基礎科学講座とは別個に整備され、開設当初から広いスペースに診断・研究用機器

が効率的に配置され、先見性のある環境整備がなされている。

　病理学講座の日常業務であるbiopsy標本の病理診断の迅速化と、このためのクリオスタット

の操作技術トレーニング及び正確な診断のための免疫組織染色技法の修得が当初の課題として

あげられていたが、これらの課題は日本からの専門家の派遣による凍結切片作成技法と病理診

断用免疫染色法の技術移転が的確になされたことで、すべて解決している。プロジェクト開始

当初問題となっていた、試料凍結用の液体窒素の供給問題も、大型液体窒素タンクの設置によ

り解消され、現在ではスリ・ランカ全土から送られる病理組織の診断センターとして機能して

いる。診断データはすべてコンピューターにデータベース化されて保管されるシステムとなっ

ており、学術的価値も高い。口腔病理学講座は日本をはじめとする海外の研究グループとの交

流もあり、研究活動も盛んである。多発する口腔癌手術の拠点としての同大学病院の診断セン

ターとして、同施設の重要性は今後ますます高まることと思われる。
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第４章　評価結果第４章　評価結果第４章　評価結果第４章　評価結果第４章　評価結果

４－１　評価５項目の評価結果

４－１－１　妥当性（Relevance）

　プロジェクト目標と上位目標が、プロジェクトをとりまく周囲の状況の変化によって、目標

自体としての必要性・正当性が揺らいでいないかを調査し、特に、国のニーズ、スリ・ランカ

政府開発政策の方向性と一致しているかという視点から検証した。その結果、本プロジェクト

はスリ・ランカの保健政策及びニーズに一致し妥当であると評価される。

（１） 国家開発政策との一致

　本プロジェクトは歯学部及び歯科教育病院のおける歯学教育、サービス、研究活動のレベ

ル強化を通して、スリ・ランカ国民の口腔衛生状況の向上に寄与するように計画され、同国

の教育とサービスの両面を包括している。

　政府はその国家開発計画で①保健サービスの格差の是正、②プライマリー・ヘルスケア

（PHC）の強化、③保健医療分野における人的資源の質と量の向上を含め社会開発セクター

の優先目標を掲げている。本プロジェクトは教育の質の向上を通して、人的資源のキャパシ

ティ・ビルディングを行うものであり、広義において政策に合致しているといえる。

（２） 歯科教育向上の必要性

　「歯学部と歯科教育病院が限られた条件下で最高水準の機能を達成する」というプロジェク

ト目標はスリ・ランカ国民のニーズに極めて一致している。例えば、虫歯が１本以上ある成

人（35～44歳）の数は先進国の２倍であり、成人男子における癌の30％が口腔癌で癌全体の１

位を占めている。このように、口腔疾患は最も予防可能な疾病であるにもかかわらず、人々

は治療せずにそのまま放置しているケースが多い。

　歯科教育の向上は同国の口腔疾患の予防に携わる保健分野の人的資源の開発にとって必要

であり、歯科医師、歯科助手、歯科技工士を含む広く口腔保健分野全体の人的資源の開発は

特に長い視点から、口腔疾患の予防を抑制することに貢献することになるだろう。歯学教育

の点において、ペラデニア大学歯学部は４年間の教育課程を提供するスリ・ランカ唯一の歯

科医師養成機関であり、かつ、歯科助手や関連の人材の教育も担っている。

４－１－２　有効性（Effectiveness）

　プロジェクト実施の結果として、特に歯学部の教官の能力と技術レベルの向上において、非

常に高い達成度がみられた。この能力と技術の向上は計画されたプロジェクト活動のほかにも
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プラスのインパクトを与えたことと判断される。成果１と成果５の相互関係をみると、歯学部

及び歯科教育病院は彼らの向上した能力と技術を用い、国内研修を実施しており、プロジェク

トは当初計画したように教育能力が強化され、プロジェクト目標がほぼ達成されたことから、

かなり高い有効性が得られたといえる。

　しかしながら、プロジェクトの活動が驚くほどの成果を生みだしたにもかかわらず、歯科助

手や麻酔医の不足、特に予算配分や管理面における意思決定機関としての高等教育省と保健省

との協調性の欠如を含む阻害要因は、大変大きい。“経営理事会（The Board of Management）”

の導入はこの阻害要因を解消するために緊急に必要であり、現在導入に向かって手続きが進行

中である。

　成果の達成度は以下のとおりである。

（１） 成果１

　教官の知識及び技術が向上する。

　歯学部と歯科教育病院では様々な歯科技術を導入をすることによって、教官の知識と技術

が向上し、歯学の教育レベルとサービス機能が強化された。これは、特定の診療サービスに

関するプロジェクト活動を通して、歯学部教官の知識と技術が向上したと認識できる。診療

サービスの向上がみられる分野は口腔外科においては口唇口蓋裂手術、微小血管縫合術、仮

骨延長法、頭蓋顔面形成術、顎変形症外科手術であり、カウンターパートは彼らだけで手術

を行うまでになった。さらに、これらプロジェクト活動の結果、インプラントの技術を使っ

た口腔機能回復訓練が実施されるようになり、継続している。

　成果１の結果を測る１つの指標としてプロジェクト実施中に行われた教官の研究活動があ

る。国内外での論文発表数、学会やシンポジウムへの参加回数の増加は研究活動への積極的

かつ重要な変化としてとらえられる。学会への参加数は1997年歯科補綴学と小児歯科学の２

分野で合わせて10回であったが、2000年には７分野で44回を数えるほど増加した。論文の

発表数は、1997年国内雑誌に歯科補綴学科と歯科公衆衛生学科が２つの論文の発表にとどま

り、海外の雑誌に掲載されたものはなかったが、2001年になると、国内雑誌では９論文に増

加し、その分野も広がっている。また、海外の雑誌には口腔診断学、薬理学、口腔病理学、

口腔外科学、歯科公衆衛生学の分野で11の論文が掲載され、研究活動は既に国際水準に達し

ている。

　上記の先進技術をもった質の高い教官の監督の下、学生の実習がプロジェクト開始前より

頻繁に行われるようになり、学生による診療が行われた患者の数は以前の２倍になった。

　教官の知識と技術の向上はペラデニア大学の歯学教育全般において広くインパクトを与え

ていることは特筆すべきである。本プロジェクトが歯学部の教育システムの向上を主導して
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いることは歯学部のカウンターパートへのインタビューの結果により、明白であった。

　教育システムに関しては、歯学部の努力によって本プロジェクトが開始された1998年のア

カデミックイヤーにあわせて、基礎医学を含む新しいモジュール・スタイル・カリキュラム

を導入した。基礎医学カリキュラムは一連の統合されたコースモジュールによって成り立

ち、各モジュールは解剖学、生理学、生化学の部分から構成される。学生は４年間の教育課

程において初年度から診療をする環境におかれるプログラムが組まれている。また、３学年

になると４学年の助手として学生同士でサポートしあい、教育することによって相互に学習

する学生診療サービスプログラムに参加する。実習は少グループを基本としているためス

ムーズ、かつ効率的に行われている。基礎医学の教材準備のため供与されたほとんどの機材

は効果的に使用されており、実習に必要な質の高い検体を提供している。特に、歯学部は南

西アジアにおいて独自の基礎医学課程をもつ数少ない歯科大学の１つである。

　本プロジェクトの終了時と同時に、新カリキュラムの下、無償で供与された新しい施設を

使って全課程を修了した学生が歯科医師として、ちょうど巣立つところである。何年かのち

には新しい教育システムの成果に関して正確な評価ができるが、本プロジェクトを通して習

得した教官の知識、技術と新しく供与された高度機材の組み合わせによる教育は新しいカリ

キュラムの効果が効率よくあがる手助けをしていることは明らかであり、結果として、ス

リ・ランカの口腔保健サービスの向上に寄与することになる。

　新規導入の技術に関して、教官の知識と技術の向上は歯学部のみならず歯科教育病院の

サービス機能の量と質にインパクトを与えた。我が国の無償資金協力と技術協力によって供

与された施設と機材はプロジェクトの有効性に非常に貢献した。サービス機能の向上を図る

のに見逃せない変化として、急激に増加した患者数があげられる。1997年３万2,066人で

あった患者数が2001年には10万9,546人にいたった。生体組織検査のために、全国から送ら

れてくる検体に対する敏速でかつ正確な病理診断は、CTやMRIなどの高度画像診断装置を

使わずに口腔癌の外科治療をするほどに信頼されている。1997年909件であった組織病理学

の報告件数は2001年には2,321件へ増加し、これは注目すべき値であり、質の点からみても

口腔病理研究者の検査能力は非常に高い。

　特筆すべき日本側の貢献の１つに、長・短期専門家として本プロジェクトに従事した何人

かは、その後、個々の資金で引き続き歯学部と歯科教育病院を訪れたり、スリ・ランカの技

術の向上のために他の専門家を派遣していることがある。これは、本プロジェクトの予測し

ていなかった成果とみなされ、本プロジェクトの成功を反映しているといえる。
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（２） 成果２

　技術スタッフの能力が向上する。

　高度歯科検査技術の研修実施後、歯科検査室の質の向上が発現している。大きな成果は陶

材焼き付け冠と橋義歯、メタル部分床義歯、顎顔面補綴物、ハイブリッド・セラミックの分

野にみられる。また、現在使用されている検査マニュアルはカウンターパートと専門家に

よって作成されたものである。

　歯科技工教育に関して、上級コースは専門家によって2001年に開始され、現在は歯学部の

歯科技工士によって続けられている。歯科技工士のほとんどは、コースが開始される前に日

本で研修を受けている。

　技術スタッフの人材教育の成果を測る他の重要な指標として、プロジェクト開始前のX線

の検査件数と研修後の検査件数との変化をあげることができる。1997年において、矯正歯科

では16件、小児歯科で628件であったが、2001年では総検査件数が１万7,421件で、そのう

ち矯正歯科は89件、小児歯科は3,150件、外来は1,741件で大きな変化がみられる。

　阻害要因として、消耗品や診療サービスの需要に応えるために買い換えなければならない

老朽化した機材の調達費用の不足があげられる。

（３） 成果３

　看護婦及び歯科助手の能力が向上する。

　過去10年で歯科助手の数は23名から36名に増加し、そのうちの２名は日本で研修を受け

た。

　看護婦と歯科助手の能力を向上させるために、管理方針の１つである５S（整理・清掃・

整頓・清潔・躾）が、本プロジェクトによって歯科教育病院に導入された。これは、病院の

日常作業の質の確保と、看護婦や歯科助手の行動様式が実質的に変化することを目的として

おり、その結果として、現在、病院は清潔できちんと整頓されている。

　技術面に関しては、1998年、フォーハンドシステムによる歯科治療を５診療科に導入、実

施した。その結果、小児歯科では現在完全に定着している。

　看護婦により口腔衛生指導が実施されていることは注目すべきである。ほとんどの口腔疾

患は予防可能であるため、予防のための口腔保健教育は、特に子供には非常に重要である。

この口腔衛生指導は日本で研修を受けた小児歯科の看護婦によって始められたものである。

（４） 成果４

　学部長室、歯学部の中心グループ及び歯科教育病院の副院長室における管理運営能力が向

上する。
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　カウンターパートと専門家は日々起こるプロジェクトの実施に係る問題だけではなく、管

理上の問題点を解決するために頻繁に会議を行っている。運営上のいくつかの問題は財政的

自立発展や歯学部や歯科教育病院の機材や施設の維持管理にかかわるものであり、財政的自

立発展については、短期専門家が派遣され、歯科教育病院における治療の費用分析が行われ

た。

　本プロジェクトは管理上の具体的な問題を会議の検討事項として取り上げるためのパイプ

役を果たし、管理上の問題をプロジェクトの初期の段階から全員で認識する手助けをした。

このようなアプローチを行ったため、本プロジェクトでは管理能力の強化に関しては具体的

な介入を行わなかった。

（５） 成果５

　研究や卒後教育プログラムを開発する能力をもつ。

　卒後教育と生涯教育のため研修コースが増加した。現在、歯学部と教育病院は５つの国内

研修を実施している。口腔外科プログラムは口腔外科医のための研修として口唇裂と口蓋

裂、口腔癌、血管縫合、咬合異常矯正の分野を含んでいる。他のコースとしては、歯科医師

のための高度な保存補綴修復術、歯科技工士のための補綴歯科、歯科助手のための研修、卒

後教育などがある。ほとんどのコースは公的機関、特に保健省の医師が対象である。

（６） 成果６

　歯学部と歯科教育病院における施設と機材を確実に維持するシステムや方法が機能する。

　歯学部と歯科教育病院の施設、機材の維持管理に関しては、維持管理要員の数が十分に増

加した。インタビューと評価のワークショップにおけるプレゼンテーションの結果から維持

管理技術はほとんどが適切であると考えられ、教官と技術者からなる機材維持管理委員会

（Equipment Maintenance Committee）が本プロジェクト実施中に設立された。５名の有

資格の技師と３名の技術者が維持管理にあたっており、維持管理スケジュールに従って、１

週間に１回程度の割合で各診療科を訪問し、日常点検を実施している。これらの事実から、

維持管理をする手順は既に確立されているといえる。

　しかし、委員会はいくつかの阻害要因を認識している。１つ目は、配管工や大工などの準

熟練要員の不足であり、２つ目はスペアパーツや消耗品を購入する資金不足である。後者に

関しては、委員会自体は予算をもっていないため、機材維持や修理にかかる費用は各講座・

診療科の予算に頼らざるを得ない。また、評価チームにより確認された阻害要因として各科

ごとに歯学部、歯科教育病院全体の施設・機材・スペアパーツなどが管理計画をしており中

央管理システムの欠如があげられる。
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　故障を予防するための維持管理システムを導入するには、歯学部と歯科教育病院の施設、

機材のモニタリングを強化する必要があり、それには中央管理システムの設立が早急に必要

である。また、維持管理の財政的自立は、管理上の問題を考慮した意思決定機関として機能

する経営理事会の設立にかかっており、急務である。

４－１－３　効率性（Efficiency）

　各研修プログラムはPCM手法を基に、本プロジェクトの構想に沿った形に改良され、計画

された。この手法を用い各専門家業務内容まで具体化したことは、本プロジェクトの効率性を

高めることに大きく寄与した。プログラムは、ほぼ計画どおり実施され、本プロジェクトの効

率性はおおむね満足できるものであった。

　研修対象は、専門家とカウンターパートの情報交換により、正確に定めることができた。診

療及び基礎教育の両分野における各種研修プログラムで得られた成果は極めて高く、種類も多

様であった。これは、長期専門家と歯学部の教官で構成されるプロジェクト実施チームが

フォーマル、インフォーマルの両面で効率性に大きく貢献したといえる。

　特に、口腔病理部門は非常に高い効率性を得ることができた。限られた時間のなかで投入量

に見合った成果によって研修目標に到達した。本プロジェクトは、口腔病理部門の教官や技師

の能力をを最大限に利用し、日本の大学から派遣された複数の研究グループとの共同研究プロ

ジェクトを意欲的に実施し、免疫組織化学及び組織病理学診断の質や研究能力の維持・管理、

また、システム整備などに貢献した。これらの計画と実施は、JICA本部にある本プロジェク

ト国内委員会のネットワークを使い、プロジェクトのガイドラインにのっとって実施され、プ

ロジェクトの初期の時点から共同研究活動が開始されたことは注目に値することであり、本プ

ロジェクトの効率性に大きく寄与した。

　期待される成果を個別に要約すると、成果１と成果２の投入と活動はおおむね量・質ともに

適切であったといえる。ほとんどの技術移転は終了している。今後の更なる成果につなげるた

めに、教官の間で修得した知識、経験を共有する方策を講ずる必要はあるが、歯学部及び歯科

教育病院は診断・治療において導入された技術を独自で実践することが重要である。

　口腔癌は本プロジェクトにおいて優先度の高い対象疾患であり、本プロジェクトの初期に、

治療能力の向上を目的とした口腔外科への投入が重点的に行われたことは適切であった。しか

し、口腔保健サービスの向上への投入は小さく、他分野の投入と横並びにすると均衡がとれて

いないともいえる。

　本プロジェクトは、患者が増加したことに伴い、スリ・ランカ国内の歯科医師に職場を提供

したことになった。しかしながら、これに伴い、高等教育省と保健省の２省庁管轄の医師が１

つの教育病院で働くという環境をつくりだし、管理運営面の問題を更に複雑化させることに
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なった。このように、本プロジェクトは中間時評価において指摘された運営管理上の問題につ

いて解決しておらず、今後の対応がせまられる。

４－１－４　インパクト（Impact）

　本プロジェクトでは、歯学教育、サービス、研究活動に関して、スリ・ランカ国民の口腔保

健状況の向上に寄与する以下のような重要なインパクトが発現し始めている。また、本プロ

ジェクトは歯学部と他研究機関の共同研究を行う国際的交流関係をつくるための支援をしてい

る。このように、歯学部と歯科教育病院はスリ・ランカの歯科領域における中心的な教育機関

及び良質な歯科診療サービスを提供する機関として期待されている。

　スリ・ランカでは、本プロジェクトによって実施された各種調査を通して、口腔癌の抑制の

重要性が広く認知されており、その結果、本プロジェクトは国家癌抑制プログラムとの共同研

究を、特に顎顔面再建術の分野で開始した。加えて、「４－１－２有効性」でも記述したよう

に、歯学部と歯科教育病院は保健省の歯科医療スタッフを対象に国内研修を実施している。

　また、口唇口蓋裂手術、顎顔面欠損症（顎変形症例外科手術、インプラント、顔面補綴含む）

による、口腔機能回復の患者について複数の医科・歯科の専門医及びコ・メディカルスタッフ

がそれぞれの知識経験から患者の診断をする合同症例検討会（Joint Clinical Meetings）とい

うコンセプトが専門家によって導入され実施されている。

　歯学部と歯科教育病院は診療サービスの質の高さで近隣諸国に知られるようになり、2002

年度中にいくつかの近隣諸国のためにワークショップを本施設で開催する予定で現在準備を

行っている。このように近い将来、歯学部と歯科教育病院は歯学教育を通して、歯科のレベル

の向上に貢献する重要な役割を担うことになることは明白であり、外国人のための卒後教育の

コースを開始に向けて準備中である。

　歯学部が国際的水準を維持していることが認識されるに伴って、プロジェクトから独立した

共同研究交流が徐々に確立されていている。例えば、最近ペラデニア大学歯学部と鶴見大学と

の間で学術交流に関する協定が締結されたり、東京医科歯科大学との間では学部レベルの交流

がもたれている。このような共同研究が研究機関間の更なる友好関係を発展させ、歯科医学及

び口腔保健の分野における情報交換が行われるようになると思われる。

４－１－５　自立発展性（Sustainability）

（１） 人材について

　全般的にいって、人材の定着率はよく、日本で研修を受けたカウンターパートは帰国し、

責任のある地位についており、プロジェクトの結果として頭脳流出は起きていない。現在、

本プロジェクト実施中に到達した技術の質は維持されているが、管理能力に関しては今後一
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層の強化が望まれる。この点については、プロジェクトとして現状を把握し、「経営理事会」

の確立に向かって対応を講じる必要がある。

（２） 技術について

　本プロジェクト実施中に普及されたほとんどの技術はカウンターパートが更なる向上のた

めに研鑽を積む基礎になっている。しかし、高度な技術は機材に依存するところが大きいた

め、機材の維持や新規購入について何らかの手段が必要である。

　歯学部と日本並びに近隣諸国の研究機関との共同研究は、国際レベルの研究活動、教育活

動を継続的に実施するうえで注目すべき試みで、技術の継続及び財政、研究・教育に関する

プロジェクト成果の拡大につながる可能性を引き出す手段でもある。

　患者は当初計画段階で予測した数の２倍になった。ただし、部門ごとに相違があり、本プ

ロジェクト開始前の６倍から10倍になった部門もある。これは診療サービス及び教育の質の

確保や病院の財政状況を脅かす原因になりかねない。このような状況の下、教育や診療サー

ビスの質の確保のために、教育病院と保健省は強い連携をもって、現実的なレファラル体制

の確立が必要である。

（３） 財政について

　財政的阻害要因を解決するために、患者から部分的に経費を負担するシステムを導入し、

消耗品購入の一部に充当している。留学生や研修受講者からの授業料、研究費、研究助成

金、病理診断などを含め、将来的に可能な財源を検討するべきである。

　専門家の意見によると、機材・施設供与から10年を経過する2008年には、供与したすべ

ての機材が稼働していると仮定して、年間の故障件数が1,800件になると予測されている。

これは、おおよそ、無償資金、技術協力により供与した全機材数に相当し、これに対応する

予算措置が必要になる。

　しかし、財政の自立発展性の見通しは、まだ明確ではなく、2002年度、高等教育省は大学

全体の予算削減を行う予定であり、診療サービス活動の阻害となる可能性がある。自立発展

性を考慮して予算の増加のために各種の対策が必要である。

（４） 組織について

　歯学部と歯科教育病院はスリ・ランカの教育と保健の２分野にまたがっており、高等教育

省と保健省の２省庁が管理・運営に携わり問題を難しくしている。歯学部と歯科教育病院は

このような状況におかれているすべてのスタッフが満足のいく労働環境を確保できるように

工夫をする必要がある。
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　したがって、歯学部と歯科教育病院の経営理事会の実現は財政面と管理面におけるプロ

ジェクトの自立発展性の実現の鍵を握っている。

４－１－６　阻害・貢献要因の総合的検証

①　計画内容に関するもの

　本プロジェクトは早い時期から成果が大きく発現している。その主な要因としては以下の

ことが考えられる。

　第１に、本プロジェクトの最初のプロジェクトリーダーが、無償資金協力の事前調査時点

から無償資金協力と技術協力の組み合わせを念頭にプロジェクトの形成を行った経緯から、

施設規模・内容、機材、技術協力と一貫した協力が行われた。

　第２に、学部・学科、診療科単位でPCMによる計画が実施され、大学関係者が積極的に

計画へ参加し、投入内容や時期を適正化できたことがプロジェクトの効率性につながった。

②　実施のプロセスに関するもの

　貢献要因として、プロジェクト形成時に、PCMによる参加型計画の手法を取り入れ、歯

学部で学部長を総括責任者とするコアスタッフが任命され共同作業を行ったことによって、

カウンターパートのオーナシップが育成されたことがあげられる。

　一方、阻害要因として、教育病院の管理運営は、高等教育省と保健省が人事、予算の両面

で複雑に交錯しており、病院の円滑な管理運営に支障を来していることが大きい。この問題

の解決策として、現在、経営理事会の設立に向けて手続き中である。

４－２　結　論

　本プロジェクトは、総体的にみて成功したものであると考える。以下その理由を述べる。

（１） 本プロジェクトの目標と期待される効果は、ペラデニア大学歯学部及び歯科教育病院の建

設とその設備の無償資金協力に引き続き、ペラデニア大学歯学部の教育システムの向上によ

り、質・量ともに十分な歯科医師を養成するとともに、予防教育を含めた口腔保健サービスを

向上させることにあったが、これらはいずれも達成されている。

（２） 本プロジェクトは当初において、PCMの手法により上位目標、プロジェクト目標及び成果

をJICA及びペラデニア大学双方により策定し、これらに基づいて以後の活動を実施した。そ

して、今回の評価はPDMに取りまとめたできる限り数値化された指標により、①妥当性、②

有効性、③効率性、④インパクト、⑤自主発展性について実施した。その結果、いずれの項目
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もほぼ満足すべき成果が得られている。

（３） 本プロジェクトの実施目標は、①教育及び診療能力の向上、②運営管理能力の向上、③設

備機材の有効活用の３点に要約されるが、①については専門家の派遣、研修員の受入れ、さら

に供与機材により飛躍的に向上が認められている。②については、歯学部教育システムは効率

的に運営されているが、病院の運営管理に関しては、所管の上部官庁すなわち高等教育省及び

保健省による予算、事務管理体制の不備のため十分に改善されているとは認められなかった。

また③については現在の設備機材はほぼ良好な状態で使用されていた。しかし②とも関連して

消耗品等の供給は必ずしも順調になされていない点が見受けられ、予算・事務体制の整備とと

もに定期的な保守体制の推進が望まれる。

　以上の点を考慮し、技術面においては既に相当のレベルに達成していることから、本プロジェ

クトは当初予定どおり、2003年１月末をもって終了するのが妥当である。

　歯学部及び歯科教育病院の運営に関する組織については、これまでプロジェクト専門家から種々

の提言を行ってきたところであるが、今後はスリ・ランカ政府の法的措置を待つところであり、

スリ・ランカ政府の早急な対応が望まれる。なお、機材の保守については、プロジェクト終了後

にも若干のフォローは必要と思われる。
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第５章　提言及び教訓第５章　提言及び教訓第５章　提言及び教訓第５章　提言及び教訓第５章　提言及び教訓

５－１　提　言

　本プロジェクトの終了にあたり、以下の諸点について勧告するとともに関係者の今後の配慮を

要望する。

（１） ペラデニア大学歯学部及び歯科教育病院の経営理事会を早急に組織し、運営管理体制を充

実させること（これには高等教育省、大学助成委員会（UGC）、保健省、財務省の参加が必要で

ある）。

（２） ペラデニア大学歯学部及び歯科教育病院の教育・研究、治療の管轄に応じて、これらに要

した費用を高等教育省及び保健省から支弁するようにすること。

（３） 将来近隣の諸国に対する卒業後の技術研修（postgraduate technical training）を歯学部及

び歯科教育病院により実施すること。

（４） ペラデニア大学歯学部及び歯科教育病院並びに他の病院・診療所における口腔保健・歯科

医療サービスについて費用効果・効率性の面からの評価体制をつくること。

（５） 今後５年間にわたり、機材器具の維持及び更新を財政的に保証する体制をつくること。

（６） 歯科医師の公的な活動の場を拡大し、国民の口腔保健状態の改善を図るとともに、歯科看

護婦及び歯科技工士等の歯科医療関係者の養成並びに身分の確立を図ること。

（７） 教育・研究、治療の水準の維持及び向上のために、日本の大学との継続的な大学間交流や

NGO等による領域を限定した技術協力を実施すること。

５－２　教　訓

　本プロジェクトにより得られた教訓は、組織間協力と運営管理の２つの側面に分けられると判

断される。

　第１に組織間協力についてであるが、本プロジェクトは国内委員会を中心として東京医科歯科

大学、鶴見大学、その他日本における主要な大学の技術支援を得て実施された。その結果、ペラ

デニア大学と日本の大学との間で協定が結ばれるなど、本プロジェクトの範囲を越えて、本プロ
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ジェクト終了後も協力関係が保持されることが期待される。特に技術移転の要素の高い教育分野

の協力においては、プロジェクト実施中に、大学からの技術支援を受けることで、教育関係機関

との連携を強め、プロジェクト終了後もこれら関係機関との情報交換を通じ、教育レベルを独自

に高めていくことが教訓としてあげられる。

　第２に大学の運営管理面についてであるが、その改善に向けて様々な試みが行われた。一般的

に、開発途上国においては、非経済分野である保健医療サービスに関する予算は逼迫しており、

そのなかで協力終了後もプロジェクトを更に発展させるべく、運営管理のため予算的措置を行う

のは至難の技である。

　スリ・ランカにおいては社会主義政策として、基本的に医療費を無料としてきた。一方、大学

の経営については、国からの予算に全面的に頼っているのが現状である。このような状況の下で、

本プロジェクトに関しては、プロジェクト終了後の歯学部及び病院運営資金を確保すべくペラデ

ニア大学の独立行政法人化についてこれまで専門家から再三提言を行ってきた。同提言つき、一

時はスリ・ランカ政府で積極的に検討されたものの、その後の政権の交代により、結果的には頓

挫することなった。独立行政法人化については、歯学部の範囲を越えた大学の経営組織の変更の

みならず、スリ・ランカの全国立大学の経営モデルとしたいとの期待も高かったが、スリ・ラン

カ政府の政策に深くかかわり、本プロジェクトとの関連では、外部要因としての色彩が濃いもの

となった。

　しかし、プロジェクトの経営基盤を確保することは、技術協力の成果を発展させていくうえに

おいては、必須である。本調査において、高等教育省より経営理事会（The Board of Management）

を設立させる予定との情報を得た。これまで高等教育省と保健省の両機関の関与により行政機能

が複雑化されているが、この経営理事会が設立された際は、両省庁から独立して同理事会が経営

判断を行うこととなり、経営面で改善が図られる予定とのことである。なお、同理事会の発足に

関しては、現在法制化の手続中であるが、2002年中に設立する方向で準備中とのことであった。

本協力の成果としては、独立行政法人化の実施は困難であったものの、その足掛かりとして大学

経営組織の改編に一歩前進する機会を与えることができたといえる。

　相手国機関の実施機関の責任範囲を越えた部分（外部要因）に関する方針を１プロジェクトのレ

ベルにおいて変更することは容易ではないが、プロジェクト開始後、比較的早い時期から運営管

理面に関する提言を再三行ってきた結果、それを機としてスリ・ランカ政府側の危機感、認識が

高まり、独自の努力で改編を試みようとしていることは評価でき、他の保健医療協力プロジェク

トにおいても参考になるものと思われる。
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２．主要面談者

（１）スリランカ政府側

1. Mr. Saman Ediriweera Secretary Ministry of Tertiary Education &

Training

2. Mr. A. M. Chandrapala Additional

Secretary

Ministry of Tertiary Education &

Training

3. Prof. B.R.R.N. Mendis Chairman University Grants Commission

(UGC)

4. Mrs. Asoka Fernando Act. Director Department of External Resources

5. Prof. K. Goonasekera Vice Chancellor University of Peradeniya

6. Prof. N. A. de S. Amaratunga Dean Faculty of Dental Sciences,

University of Peradeniya

7. Dr. N.U.K.M. Jayathilake Deputy Director

General

Ministry of Health, Nutrition &

Welfare

8. Mr. Anada Wijeratne Asst. Director Department of External Resources

（２）日本側関係者

9. 井関　典子 一等書記官 日本大使館

10. 杉原　敏雄 事務所長 JICAスリ・ランカ事務所

11. 小林　秀弥 所　員 JICAスリ・ランカ事務所

12. Dr. O. Serasinghe 調査員 JICAスリ・ランカ事務所

13. 半田祐二朗 専門家 保健福祉省

14. 長尾　　徹 専門家 ペラデニアプロジェクト

15. 森山美千代 業務調整員 ペラデニアプロジェクト

16. 松尾　　剛 専門家 ペラデニアプロジェクト

17. 小官　愛恵 専門家 ペラデニアプロジェクト
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